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　国際婦人年（1975年）以降、女性の置かれ
た状況を改善するためには、その改善の足取り
をリアルに把握することが重要な武器になると
して、統計の重要性が広く論じられるようにな
った（ジェンダー統計）。95年の第４回世界女
性会議においても、あらゆる政策にジェンダー
視点を盛り込む考え方を明確に示すとともに、
性区分をもつ統計の整備を盛り込んでいる。
　わが国においても、男女共同参画基本計画
の中で統計調査等の充実をあげており、02年
度には重点的に取り組んできたが、その実施
状況を調査した男女共同参画会議も「性別区
分」、例えば「リーダー等についての女性割合」
を重視したとしている。
　それでは、ジェンダー視
点から「ＪＡの活動に関す
る全国一斉調査」（全中）
を見てみよう。最近時（02
年４月）の調査結果が示
す女性の現状は表の通り
であり、このテンポでは３
年前のＪＡ全国大会で設
定した目標（注）には到底
及ばない。統計は改善の
足取りをリアルに物語って
いると言えよう。同時に、
この表では同調査が開始
された81年以降、女性の
現状把握に関してどのよう

ジェンダー視点からみた　　　
「ＪＡ活動に関する全国一斉調査」
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な設問をしているかを示したが、ここからは性
別区分の統計が職員から始まり、組合員、役員、
総代、参事へと広がり、02年度には管理職にも
導入されていることが分かる。前述した国内外
の動きを反映したのであろう。
　ちなみに、「総合農協統計表」（農水省）では、
女性議員の国会での質問が契機となり、役員
は79年から、組合員は80年から性別区分して
いるが、それによる実態把握はＪＡ運営への
女性参画に目を向けさせることになった。さ
らには、前述したように統計が女性参画促進
の武器となるので、女性参画を勧める上では、
数値目標の設定に加えて、ＪＡグループの統
計全体をジェンダー視点にたって整備してい
くことが必要だと思われる。
　（注）03年度末までに、女性割合を正組合員は25％以上、

総代10％以上、合併ＪＡの女性理事２名以上等

（根岸久子）


